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国土交通省が政策評価によって目指すもの

・国土交通省では、政策評価システムを実践することにより、以下のような
４つの目的４つの目的の達成を目指しています。

国民本位で効率的な
質の高い行政を実現する

政策を重視する行政への
転換を図る

統合のメリットを活かした省全体の
戦略的な施策展開を推進する

国民に対する説明責任
（アカウンタビリティ）を果たす

● 効 率 性

● 実施過程の透明性

より一層の向上

公共事業評価の目的

公共事業における
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公共事業評価の実施方法

評価の対象 維持・管理、災害復旧に係る事業等を除く、全ての国土交通省所管公共事業
（道路、河川、海岸、港湾、空港、鉄道、下水道、土地区画整理、住宅市街地など）

新規事業
採択

着工

完了

①新規事業採択時評価（H10年度から導入）
新たに事業費を予算化しようとする事業を対象に費用対
効果分析を含めた評価を行います。

②再評価（H10年度から導入）
以下の３つの視点から評価を行い、必要に応じて見直し
を行う他、事業の継続が適当であると認められない場合
には事業を中止します。
１．事業の必要性など
２．事業の進捗の見込み
３．コスト縮減や代替案立案などの可能性

※再評価の実施にあたっては、学識経験者等から構成
される「懇談会等」を設けて意見を聴取

③事後評価（H15年度から導入）
事業完了後に、事業の効果、環境への影響などの確認
を行い、必要に応じて適切な改善措置、同種事業の計画
・調査のあり方等を検討します。

５年経過して
未着工

１０年経過して継続中

再評価後
一定期間経過して継続中

完了後５年以内

懇談会による位置づけ
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第１ 目的

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、再評価を実施する。再評価は事業採択

後一定期間を経過した後も未着工である事業、事業採択後長期間が経過している事業等の評価を行い、事業の継

続に当たり、必要に応じその見直しを行うほか、事業の継続が妥当と認められない場合には中止するものとする。

事業採択 ： 事業費の予算化

一定期間 ： ５年間

未着工の事業： 河川事業 用地買収手続き、工事とも未着手

ダム事業 同上

第４ 再評価の実施及び結果等の公表

１ 再評価の実施手続

(4) 河川事業、ダム事業については、河川法に基づき、学識経験者等から構成される委員会等での審議を経

て、河川整備計画の策定・変更を行った場合には、再評価の手続きが行われたものとして位置づけるもの

とする。また、公団等施行事業においても.

第６ 事業監視委員会

再評価の実施主体の長は、再評価に当たって学識経験者等の第三者から構成される委員会を設置し、意見を聴

き、その意見を尊重するものとする。

６ 河川整備計画の点検の手続きによる場合の取扱

河川事業、ダム事業については、河川整備計画策定後、計画内容の点検のために学識経験者等から構成さ

れる委員会等が設置されている場合は、事業評価監視委員会に代えて当該委員会で審議を行うものとする。

国土交通省所管公共事業の再評価実施要領 抜粋
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第１ 目的

公共事業の効率性及びその実施過程の透明性の一層の向上を図るため、事後評価を実施する。事後評価は事業

完了後の事業の効果、環境への影響等の確認を行い、必要に応じて、適切な改善措置を検討するとともに、事後

評価の結果を同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直し等に反映することを企図するものとする。

第３ 事後評価を実施する事業

１ 事後評価を実施する事業は、以下のとおりとする。

(1) 事業完了後一定期間が経過した事業

一定期間： 事業の特性を踏まえ５年以内

事業完了： 河川事業 原則として一連の整備効果を発現する区間の整備が完了した時点

ダム事業 原則として建設事業が完了した時点

第６ 事業評価監視委員会

事後評価の事業主体の長は、事後評価に当たって、「国土交通省所管公共事業の再評価実施要領」第６に定め

る事業評価監視委員会の意見を聴き、その意見を尊重するものとする。

５ 河川事業及び「ダム等の管理に係るフォローアップ制度」の対象とならないダム事業については、河川整

備計画策定後、計画内容の点検のために、学識経験者等から構成される委員会等が設置されている場合は、

事業評価監視委委員会に代えて、当該委員会において審議を行うものとする。

国土交通省所管公共事業の事後評価実施要領 抜粋
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